
 
 
 
 

令和７年度 
モビリティ・マネジメント教育  

（交通環境学習）  
にかかわる教員支援制度 

 

 

【募集要項】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 
 

１．事業の目的及び概要 

「モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）」とは、私たち一人ひとりの移

動手段や社会全体の交通を「人や社会、環境にやさしい」という観点から見直し、改

善していくために自発的な行動を取れるような人間を育てる（力を育む）ことを目指

した教育活動を指します。具体的には，例えば，以下のような学習を意味します。 

モビリティ・マネジメント教育の例 
・電車・バスなどの公共交通、自転車、徒歩など身近な地域の交通について考える学 

習 
・クルマ社会の問題（渋滞・環境問題など）について考える学習  
・まちづくりと交通について考える学習 
・交通を通じて自分たちの住む地域やふるさとについて考える学習 
・その他、まち・環境・公共（政治や公民的資質、シティズンシップなど）と交通に 

関わる、様々な学習                         など 

 

これまで交通エコロジー・モビリティ財団（以下、「エコモ財団」という）では、

モビリティ・マネジメント教育の普及を目指し、大阪府和泉市を初めとして、石川県

金沢市、岐阜県御嵩町、宮城県仙台市、京都府、北海道札幌市、富山県富山市、北海

道帯広市、神奈川県藤沢市、京都府京都市、滋賀県、青森県八戸市、沖縄県浦添市、

沖縄県南城市といった自治体に対し、ノウハウの提供や資金面での支援を行うほか、

平成２２年度から教員への直接支援制度を開始し、継続的に実施するための拠点づく

りに取り組んできました。また学識経験者、関係団体等と連携し、教員向けの普及ツ

ールとして、「モビリティ・マネジメント教育のすすめ」の作成や書籍「モビリティ・

マネジメント教育」の発行、メールマガジンの配信、ポータルサイト

（https://www.mm-education.jp）の運営などを行っています。 

令和７年度も、モビリティ・マネジメント教育の実施に意欲的な教員に対して、ノ

ウハウの提供や資金面での支援を行い、実施校の拡大と新たな教材事例の増加を図る

ことを目的として本制度を実施します。 

 

２．募集内容 

小中高等学校の教育課程において実施されるモビリティ・マネジメント教育（交通

環境学習）に関するものを募集いたします。 

※これまでの自治体や支援校での取組みは、ポータルサイト（https://www.mm-education.jp）
にて確認いただけます 

 
３．支援内容 

エコモ財団は以下のことを通じて、モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）

の実施に係わるノウハウの提供や資金面での支援等を行います。 
（１）実施面での支援 

○当該地域の自治体や交通事業者などと連携の支援 
〇過去に支援した自治体や教員との連携の支援 
○教材や参考となるデータの提供などの支援（国内外の交通に関わる取り組み

事例の情報提供等） 



 
 

（２）資金面での支援 
①支援対象経費 

交通環境学習の実施にかかる費用（講師謝金（外部から講師を招聘した場

合）、旅費交通費、消耗品費、印刷製本費、図書資料等の購入費。詳細は別表

のとおりとします） 
②支援限度額 

１校につき、１５万円を限度として協議の上定めます。 
※ただし、要望があった場合は、５万円を限度として追加支援を認める場

合があります。 
【追加支援の判断基準】 
支援金の使途が適切であり、「５.選定基準」を全て満たしたうえで、以下

のいずれかに該当するもの。 
a.行政機関や交通事業者、地域、ＮＰＯなど多様な関係機関との連携が

意図されているもの。 
b.学会や研究会など、対外的に取り組み事例等の発表を行う場合。（令和

７年度に実施した取り組みの発表が翌年度になる場合は、様式１の支

援申請書に翌年度を含む実施計画を記載してください。2 年間の継続

支援として認めることがあります。） 
（３）支援期間 

原則単年度限りとします。 

 
４．申請資格 

本事業の申請者は小中高等学校の教員及び、教員による研究グループとします。た

だし申請にあたっては、校長の承認を得られていることを前提とします。 

 
５．選定基準 

支援校の選定基準は以下のとおりです。 
（１）実施内容の適合性 

実施する学習の内容が、運輸・交通部門の環境問題を題材とした学習（交通環

境学習）となっているか。 
（２）実施計画の妥当性 

教科等の学習の単元で実施される場合は、当該単元との整合性が図られている

か。また、実施時期や実施時数が無理なく計画されているか。 
（３）地域の交通との関連性 

児童や生徒が取組みやすいように、当該地域での交通を題材とした計画が立て

られているか。 
（４）他校への波及性 

他校でも取組めるような内容になっているか。 
（５）学習の持続可能性 



 
 

支援終了後も継続して実施できる内容となっているか。 

 
６．選定方法など 

（１）選定方法 
応募案件は、学識経験者や国土交通省等の関係者で構成される「モビリティ・

マネジメント教育（交通環境学習）普及検討委員会」において審査、選定されま

す（７、８月開催予定）。書面による審査を基本としますが、必要に応じて電話で

の問い合わせをさせていただくこともあります。 
（２）採択件数 

１５件程度を予定 
（３）結果通知 

選定結果は、申請者宛に文書で通知します。合わせて、支援校の名称及び学習

の概要をエコモ財団のホームページなどで公表します。 

 
７．選定後の手続き 

様式２の請書と様式３の支援金振込先通知書を提出いただきます。 
（１）支援金の振込み 

エコモ財団は、支援金（選定結果通知書に記載された金額）を支援金振込先通

知書で指定された銀行口座に振り込みます。ただし、希望により精算払いとする

こともできます。 
（２）授業の見学 

場合によっては、エコモ財団職員の授業見学受け入れをお願いすることもあり

ます。 
（３）報告書などの提出 

令和８年３月２６日までに、様式４の完了報告書と実施結果報告書（実施結果

報告書に下記資料を添付すること）及び、様式５の支援対象経費内訳精算書（領

収書等の証憑を添付すること）を提出していただきます。 
なお，可能な範囲で，以下の資料の添付をお願いいたします。 

・指導計画書 
・学習で使用した教材など 
・学習の実施風景を撮影した写真 
・児童生徒が作成した感想文や作品などの一部         など 

（４）成果発表 
実施された学習の成果を「土木と学校教育フォーラム（主催：土木学会）※」な

どでの発表をお願いすることもあります。（その際の申込費用や旅費などの必要

経費は当財団が負担します） 
※土木と学校教育フォーラムとは、 

初等中等教育における道や川、まちといった様々な社会基盤・公共財を題材とした初

等中等教育のあり方を考え、児童・生徒のシティズンシップ教育に資することをねら



 
 

いとして、「全国」の土木と学校教育の双方の専門家と実践者が集まり、種々の研究発

表、事例紹介を行う場です。（詳細や過去の内容は下記ホームページを参照下さい） 

http://committees.jsce.or.jp/education04/node/15 
http://trans.kuciv.kyoto-u.ac.jp/cvilandeducation/index.html 

（５）辞退する場合 
採択決定後何らかの事情により採択を辞退する際は、原則として様式６の「辞

退届」の提出が必要です。辞退届に理由を記入の上、ご郵送ください。 

 
８．申請方法等について 

（１）申請書類の書式（応募様式）について 
申請書類は次の２種類です。なお、下記様式１については必須とします。 
（募集要項や申請書類などは、モビリティ・マネジメント教育ポータルサイト

https://www.mm-education.jp からダウンロードできます） 
・令和７年度モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）にかかわる教員

支援制度 支援申請書【様式１】 

・補足説明資料【様式自由】（必要に応じて提出） 

（２）提出方法 
郵送での提出を厳守とします。なお、提出いただいた申請書類一式は返却いた

しません。 

 

（３）提出先 

〒112-0004 東京都文京区後楽 1-4-14 後楽森ビル 10 階 

公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団 企画調査部  田中宛 

 

（４）募集期間 
令和７年６月１４日（土）まで（当日消印有効） 

 
９．選定案件の概要及び実施結果の公開について 

選定案件の概要及び実施結果（報告書等）は、個人情報を除きインターネット等に

より広く公開することを前提とします。 
 

１０．スケジュール 

令和７年 ６月１４日 応募締切（当日消印有効） 

令和７年７、８月（予定） 委員会において審査の上、支援校を選定 

令和７年 ８月（予定） 支援開始 

令和８年 ３月２４日 支援期間終了 

令和８年 ３月２６日 完了報告書類等の提出（当日消印有効） 

 
 



 
 

 
＜お問い合わせ＞ 

公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団 
 企画調査部  担当：田中、岡本 
TEL：０３－５８４４－６２６８、FAX：０３－５８４４－６２９４ 
E-mail：info@mm-education.jp 

 



 
 

（別表）支援対象経費一覧 

  学習を行う上で、直接必要となる経費で、謝金、旅費交通費、消耗品費、印刷製

本費、図書資料費とします（領収書等の証拠書類が完了時に必要となります）。 

対象となる経費 
（科目） 

経  費  の  明  細 

謝金 

外部講師への謝金。（原則として講師一人一回あたり25,000円を限度

とします） 

※謝金のうち、所属する組織の職員に対して支給する場合は対象と

しません。 

旅費交通費 

打ち合わせを行う場合や外部講師への旅費、宿泊費とします。（自家

用車を利用する場合は車両の損料は計上できません） 
※交通費は実費とします。 
※宿泊を伴う場合は事前にご相談ください。 
※ただし、観光的要素が多い企画や主目的が他にあると思われるも

のその他支援制度の趣旨と考えにくいものは対象としません。 

消耗品費 

取得価格が10万円未満（消費税込み） 

実験用資材などの購入費 

※組織全体で一括購入している一般事務用品等（例えばコピー機の

トナー、プリンタのインクカートリッジ、鉛筆等）で、直接使用し

た部分が特定できないものは対象としません。 

※パソコン、タブレット、ビデオカメラ、カメラ等汎用性のある物品

は、原則として対象としません。 

印刷製本費 
テキストや教材の印刷費、文献・文書資料等のコピー代金、報告書等

の印刷製本に要する経費 

図書資料費 学習に関係する図書、文献、図版等の資料購入費 

 ※項目に含まれない経費等についてはエコモ財団までご相談ください。 

   ■その他助成対象とならない経費 

    ・支援決定日以前に発生した経費 

・通常の事務運営に関する諸経費 

・職員への人件費 

・その他助成対象としてふさわしくない経費 

 ＜注意事項＞ 

  ＊活動完了後の経費決算の状況によっては、支援金額は、申請額と異なる場合があり

ます。 

  ＊支援活動を変更、中止、延滞する場合、または学校の代表者や所在地が変更になる

場合、その他変更事項は、前もってご連絡ください。 

  ＊領収書は、支援活動完了後の実施報告書提出の際、経費支出の証拠として提出して

いただくことになっていますので、支払いの際には必ず領収書を受け取り保管して

ください。領収書の宛名は原則、支援学校名としてください。



 

令和７年度 モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）にかかわる教員支援制度 

支援申請書 
 

公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団 

会 長   岩 村  敬 殿 

標記制度の募集要項に基づき、下記のとおり申請いたします。 

ふりがな  

学 校 名  

学校長名  
共同研究者 

（氏名、所属、職名） 

 
ふりがな  職名 

 
申請者名  

所在地 

（都道府県名

から明記） 

〒 

 

TEL: FAX： 

E-mail： 

 

学習の名称： 

学年： クラス数： 生徒数： 

 

支援希望金額      万円 

費目 明細 金額 費目 明細 金額 
 

 

 

 

 

 

  

  

合 計  

 

活動・実施計画 
※以下 3点について明記すること。 

①活動のねらい、目標等 ②学習内容 ③活動計画、学習展開等（実施時期、実施時数等） 

※現時点での案を具体的に記述してください。指導計画書等の添付でもかまいません。 
（※斜体部分は記載内容の説明。以下同様。） 

太枠内をご記入ください

提出日：    年  月  日

㊞ 

㊞ 
※学校長の承認を得てください 

（様式１：令和７年度 モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）にかかわる 

教員支援制度支援申請書）

記入例 

対象となる経費については募集要

項をご確認ください。 



 

 

注：記載欄に記述しきれない場合は、必要に応じて補足説明資料を添付してください。 



 

※追加支援（上限 5 万円）を希望する場合のみ記載 

該当するものにチェックを入れてください。（どちらか１つでも可） 

☐a.行政機関や交通事業者、地域、ＮＰＯなど多様な関係機関との連携が意図されているもの。 

☐b.学会や研究会など、対外的に取り組み事例等の発表を行う場合。 

※令和７年度に実施する取り組みの発表が翌年度になる場合は、下記に翌年度を含む実施計画を記載

してください。 

活動・実施計画 

※a.b に該当していることがわかるように記載すること。 

※実施内容や計画等について、現時点での案を具体的に記述してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

追加支援希望金額       万円 

費目 明細 金額 

 
 
 
 

  

合計  

 

連携機関への謝金や広報に係る資

料印刷費、学会発表の旅費等 



（様式２：令和７年度 モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）にかかわる教員支援制度 

 請書） 

 

年  月  日 

 
 
令和７年度モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）にかかわる教員支援制度 

請  書 

 
 

 
公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団 

会 長   岩 村  敬 殿 

 
 
 

住  所 〒 

 

 

学校名  

 

申請者氏名             ㊞ 

 

 
 
下記テーマの学習の実施については、モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）

にかかわる教員支援制度募集要項及び申請書、留意事項等に従い実施いたします。 

 
 
 

記 

支援番号：第     号 

テ ー マ：                          

支援金額：金              円 

 
 

以上 

選定結果通知書に記載の内容を記

載してください。 



（様式３：令和７年度 モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）にかかわる教員支援制度 

 支援金振込先通知書） 

 

  年  月  日 

 

 

令和７年度モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）にかかわる教員支援制度 

支援金振込先通知書 

 

 

公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団 

会 長   岩 村  敬 殿 

 

 

学校名  

 

申請者氏名             ㊞ 

 

 

テーマ：                                

 

支援金のお振込みは下記口座にお願いいたします。 

振込銀行名  

支店名  

普通預金 当座預金 
その他

（         ） 

口 座 番 号 

 

口 座 名 義 

フリガナ 

 

 



（様式４-１：令和７年度 モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）にかかわる教員支援制度  

完了報告書） 

 

 

  年   月   日 

 

 

令和７年度 モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習） 

にかかわる教員支援制度 
完了報告書 

 

 

公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団 

会 長   岩 村  敬 殿 

 

 

学 校 名： 

学校長名：           ㊞ 

 

下記の支援学習は、    年  月  日に完了致しましたことを報告いたします。 

 

記 
 

   年   月   日付    支援番号   第     号 

 

学 習 名：                          

 

申請者名：                

 

支援金額：金              円 

 

精算金額：金              円 

 
＜添付資料＞ 

●実施結果報告書（様式４-２） 

●精算内訳総括表（様式５） 

以上 

令和８年３月２４日以前の日付を

記載してください。 

選定結果通知書に記載されている

内容を記載してください。 

支援金額のうち実際に支出された

金額を記載してください。 



 

（様式４-２：令和７年度 モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）にかかわる教員支援制度 

 実施結果報告書） 

 

実施結果報告書 

１．学校名： 

２．学習名称： 

 

３．テーマ： 

 

４．実施教科： 

 

５．関連単元： 

 

６．実施単元数： 

 

７．学年  ８．クラス数  ９．生徒数  

１０．実施内容 

※学習のねらいや、授業内容について、具体的に記述してください。 
※追加支援対象校については、関係機関との連携状況や学会等での発表実績（計画）

等についても記載してください。 
 



 

 

１１．学習のながれ： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２．対外的な発表実績等： 

※学会、研究会等で研究発表をした場合や、教育賞等で入賞した場合は、詳細について明記すること。また、

可能な範囲で使用した資料等を添付すること。 

※記入例 
・〇年〇月 〇〇学会にて研究発表 
・〇年〇月 〇〇教育賞にて優秀賞受賞 
・〇年〇月 教員向け雑誌「〇〇」掲載 

※学習で使用した教材やワークシート、学習風景を撮影したビデオや写真、指導計画書などを添付し

て提出してください。 

 



（様式５：令和７年度 モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）にかかわる教員支援制度 

 支援対象経費内訳精算書） 

 

（単位：円）

申請金額 実績金額

合計 0 0

※１：添付する領収書等に番号を付け、該当する番号を記載してください。

旅費交通費

謝金

論文投稿料

図書資料費

印刷製本費

消耗品費

※２：表については必要に応じて修正するか、本様式に準じ別紙に記載してください。

精　算　内　訳　総　括　表

学 習 の 名 称 ：

支 出 総 額 ：

支出額
内訳

添付証憑

番号
※１科目

申請金額のうち実際に支出された

合計金額を記載してください。 

申請金額のうち実際に支出された

合計金額を記載してください。 

別添「留意事項」を参照し、必要書

類を添付してください。 



 

（様式６：令和７年度 モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習）にかかわる教員支援制度  

辞退届） 

 

 

令和  年   月   日 

 

 

令和７年度 モビリティ・マネジメント教育（交通環境学習） 

にかかわる教員支援制度 
辞退届 

 

 

 

公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団 

会 長   岩 村  敬 殿 

 

 

学 校 名： 

学校長名：         ㊞ 

 

 

下記学習について、採択通知を受けましたが、都合により採択を辞退いたします。 

 

記 
 

１．支 援 番 号：   第     号 

 

２．学 習 名：                          

 

３．辞 退 理 由： 

 

 

 

 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜問い合わせ先＞ 
 公益財団法人交通エコロジー･モビリティ財団 企画調査部  田中、岡本 

  〒112-0004 
 東京都文京区後楽 1-4-14 後楽森ビル 10 階 

  電話：０３－５８４４－６２６８  ＦＡＸ：０３－５８４４－６２９４ 

 


